
貸 借 対 照 表

令和６年３月３１日現在                                         (単位：円）

                    資産の部                     負債の部
（流動資産） 263,707,562 （流動負債） 413,811,434

現 金 1,702,453 支 払 手 形 0
当 座 預 金 620,143 工 事 未 払 金 95,297,633
普 通 預 金 144,316,059 完 成 工 事 未 払 金 5,322,294
通 知 預 金 0 関 係 会 社 短 期 借 入 金 150,000,000
定 期 預 金 0 設 備 未 払 金 0
定 期 積 金 0 リ ー ス 短 期 未 払 金 0
受 取 手 形 0 未 払 金 13,116,653
完 成 工 事 未 収 入 金 29,365,963 未 払 消 費 税 0
売 掛 金 51,260 未 払 法 人 税 等 91,300
販 売 用 土 地 27,975,534 未 払 費 用 8,817,102
販 売 用 建 物 0 前 受 金 9,395,921
未 成 工 事 支 出 金 5,810,498 未 成 工 事 受 入 金 115,746,650
製 品 0 販 売 用 不 動 産 受 入 金 0
材 料 8,120 預 り 金 2,954,241
貯 蔵 品 26,121 完 成 工 事 補 償 引 当 金 1,069,640
前 払 金 1,918,081 繰 延 税 金 負 債 0
前 払 費 用 914,904 賞 与 引 当 金 12,000,000
短 期 貸 付 金 0 役 員 賞 与 引 当 金 0
預 け 金 0 0
関 係 会 社 預 け 金 45,664,929 （固定負債） 42,120,477
未 収 入 金 5,768,147 長 期 借 入 金 0
立 替 金 0 リ ー ス 未 払 金 0
繰 延 税 金 資 産 0 退 職 給 付 引 当 金 0
関 係 会 社 未 収 入 金 0 工 事 保 証 金 36,120,477
貸 倒 引 当 金 △ 434,650 資 産 除 去 債 務 （ 長 期 ） 6,000,000

（固定資産） 239,030,621 負債合計 455,931,911
有形固定資産 2,956,330                    純資産の部

建 物 1,529,502 株 主 資 本 46,806,272
展 示 場 9
造 作 0 資 本 金 40,000,000
構 築 物 0 資 本 剰 余 金 0
車 両 運 搬 具 0 資 本 準 備 金 0
工 具 器 具 備 品 1,426,818 その他資本剰余金 0
土 地 1
リ ー ス 資 産 0
建 設 仮 勘 定 0

無形固定資産 2
電 話 加 入 権 0 利 益 剰 余 金 6,806,272
電 信 電 話 専 用 権 0 利 益 準 備 金 2,792,846
施 設 利 用 権 0 別 途 積 立 金 0
ソ フ ト ウ ェ ア 2 繰 越 利 益 剰 余 金 4,013,426
リ ー ス 資 産 0
投資その他の資産 236,074,289

投 資 有 価 証 券 0 自 己 株 式 0
長 期 貸 付 金 67,893,863
前 払 年 金 費 用 12,377,000
長 期 預 け 金 147,114,808
破 産 更 生 債 権 等 0 評 価 ・ 換 算 差 額 等 0
そ の 他 の 投 資 等 0
長 期 繰 延 税 金 資 産 8,688,618 その他有価証券評価差額金 0
貸 倒 引 当 金 0

純資産合計 46,806,272
資産合計 502,738,183 負債・純資産合計 502,738,183
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個別注記表

重要な会計方針

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法
       主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく
       簿価切下げの方法）。
２．有形固定資産の減価償却方法
（１）有形固定資産
       建物・展示場・造作････定額法
       その他有形固定資産･･定額法
（２）無形固定資産 ･････････定額法
（３）リース資産
       所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産････自己所有の固定資産に
       適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。
       所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産･･リース期間を耐用年数と
       し、残存価額を零とする定額法を採用しております。
       なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成２０年
       ３月３１日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計
       処理によっております。

３．引当金の計上基準
       貸倒引当金…債権の貸倒による損失に備える為、実質債権の6.0/1,000を引当する
　　　 方針です。
       賞与引当金…従業員に対して支給する賞与に充てる為、対象期間に平均して一定額
       を引当する方針です。
       完成工事補償引当金…請負にかかる目的物の欠陥につき、補償費を補う為年間完成
       工事高の1.0/1000を引当する方針です。
       退職給付引当金…従業員の退職により支給する退職給与に充てるため。

４．収益及び費用の計上方法
　　　当事業年度に着手した工事契約（契約金額10,000千円以上）から当事業年度末までの
　　　進捗部分について、成果の確実性が認められる工事については工事進行基準
　　　（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用し、その他の工事については工事
　　　完成基準を適用している。

会計方針の変更

　　　 特に変更はありません。

貸借対照表に関する注記

　　１．有形固定資産の減価償却累計額                   円
    ２．つなぎロ－ン保証残高 円
    ３．関係会社に対する短期金銭債務 円24,726,403
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141,477,782
222,291,541


